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This paper focuses on three notices issued by Ministry of Health, Labor and Welfare to 
prefectures, designated cities, and core cities in 2009, as a turning point to aggressively utilize 
public assistance systems and notices issued to prefectures around that time, in order to 
clarify the inconsistency of discretion criteria between country and region and their adjust-
ment. Comparing discretion criteria between country and region, discretion criteria were 
inconsistent between the country trying to maintain previous criteria and regions trying to 
respond to individual situations due to an increase in retired employees who lost their jobs 
and houses due to the Lehman Shock. Responding to this, the country made adjustments by 
suggesting similar and new criteria to regions. This suggests the possibility that regional 
discretion criteria may have an impact on the country.
Ⅰ．問題の所在
日本の生活保護制度は、通達行政（小川1964：
264-70）というキーフレーズに象徴されるよう
に、国による法令や通達によって、細かい指示
がなされてきた。生活保護受給の基準について
も、その時の国の生活保護行政の運営スタンス
によって大きな影響を受けることが指摘されて
いる（周・鈴木 2011：14）。
保護の実施要領や別冊問答集、各種の通知に
よって示された基準のことを「裁量基準」とい
う。裁量基準とは、行政機関の裁量の行使が恣
意にわたることを防止するために、大量的にま
たは反復して行われるような行為について、あ
らかじめ定めておく、行政機関が拠るべき実体
的・手続的基準を意味する（芝池 2006：86）。
生活保護行政において、裁量基準を示してい
るのは国だけではない。大橋は、生活保護の事
務については、実際には、地方公共団体（さら
に福祉事務所）のレベルにおいて、通知、通達、
要綱、指針などが多数存在し、現在の生活保護
行政において適正化対策に重点が置かれている
点、及び自治体・福祉事務所のレベルにおいて
要綱が実際の行政運営に大きな位置を有するこ
とを指摘している（大橋 1989：291）。ただし、
大橋が研究対象としたのは、もっぱら雑誌『生
活と福祉』に掲載された二次資料であり、雑誌
自体が国の監修のもとで発刊されているため、
地方の実態を正しく反映したものであるかは疑
義が残る。
国と地方の関係は、多くの場合、国が大枠を
示し、地方はその大枠を補完する形で裁量基準
を示す。しかし、時には国と地方の運営スタン
スに齟齬が生じ、裁量基準に不整合が生じるこ
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とがある。不整合は、ある地域では認められる
ことが、別の地域では認められないということ
であり、利用者の権利に直接的に影響を与える。
以上の問題意識をもとに、本稿では、生活保
護制度において、国と地方で裁量基準の不整合
が生じた事例に注目し、その対比を通じて、利
用者の権利保障への影響を考察する。研究対象
とするのは、生活保護制度の積極活用への転機
になったとされる国及び地方が発出した緊急雇
用対策関係通知であり、考察にあたっては当時
の社会背景も考慮する。このことにより、国と
地方の通知及び諸基準が交錯しながら一つの基
準に調整されていく過程が描きだされる。生活
保護行政は、国の基準に従って、地方が保護の
決定実施を行うというものとして捉えられてい
る。しかしながら、以下の分析では、地方の裁量
基準が国に影響を与える可能性が指摘される。
Ⅱ．本研究の方法
1．緊急雇用対策関係通知を研究対象とした理由
2009年に厚生労働省社会・援護局保護課長か
ら都道府県、指定都市、中核市の各担当者あて
に発出された 3 つの通知は、長期の失業などに
より生活困窮に至った稼働能力者に対して生活
保護利用の承認を与え（福原2012：254）、それ
までの「水際作戦」などと比喩された保護申請
窓口での運営を正した（阿部 2013）とされて
いる。また、生活保護行政において長く懸案と
されてきた路上からの保護の適用について、通
知の上では概ね解決されることとなった（吉永
2011：185）。一方、生活保護の垣根を低くした
ことが国民の意識を変え、生活保護利用者の増
加を招いたとの批判もある（森 2012；NHK取
材班 2012：60-62）。
総務省行政評価局の実態調査によると、 2008
年に 197,505 件だった全国の保護申請件数は、
2009 年には 282,804 件へと前年度比件 85,299 件
増 （増加率 43.1％） となっている。その後も、
2012年まで高止まりの状況が続いている。一方
で、調査対象とした実施機関の却下率は2008年
が 8.6％、 2009 年が 8.5％と変わりがなく、 その
後も大きな変化はない。これは、保護申請件数
の伸びがそのまま利用者の増加につながってい
ることを示している （総務省行政評価局 2014：
136）。
大阪市のあいりん地区では、通知の発出に伴
い、住居がないことを理由に保護申請を却下す
ることが減り、野宿者が減少のともに生活保護
を利用する者が増加した。2010年には地区住民
の3分の1に相当する約 9,000人が生活保護利用
者となったという（白波瀬 2017）。名古屋市で
は、通知直後の2010年度に生活保護世帯数が前
年度比4,519世帯増（増加率19.0％）となり、そ
の後も前年度比で約 3,000 世帯増加した（藤田
2012）。
周・鈴木は、時系列データによる要因分析を試
みるなかで、特に、2008 年 9 月に起きたリーマ
ン・ショック以降の生活保護率急増は、景気変
動という「一時的な要因」ではなく、それ以外
の「恒常的要因」によってもたらされていると
する。その恒常的要因の一つとして、通知の発
出によって、生活保護受給の基準が、特に稼働
能力層において実質的に緩和されたという「制
度変更要因」に影響されたことを、実証はして
いないものの、指摘している（周・鈴木2011）。
先行研究では、国通知を生活保護制度が抑制
的な運用から積極的な運用への変化する分岐点
として評価している。しかし、次の 3 点でいま
だ明らかになっていない部分がある。第 1 に、
先行研究では運営スタンスの変化という結果に
ついて言及しているが、その質的変化の過程に
関する分析は充分とはいえない。第2に、3つの
国通知は同じ政策方針に基づき示されたものと
考えられているが、実際には先の 1 通と後の 2
通ではその内容は質的に異なる。第 3 に、国通
知の質的変化は、 地方通知との対比を行うこと
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で、 より一層の鮮明さをもって説明が可能であ
る。本稿では、 国と地方の裁量基準の対比とい
う手法を用いて、 これらの点を明らかにしてい
く。
2． 研究対象となる関連通知の特定と入手方法
本稿で研究対象とするのは、2008年から2009
年にかけて国及び地方から発出された生活保護
制度の積極運用に関する緊急雇用対策関連通知
である。関連通知は、吉永（2011：182-185、217）
の先行研究を通じて、その存在を確認した。国
通知は『生活保護関係法令通知集』に掲載され
ているものを参照した。東京都、埼玉県、岐阜
県、新潟県の各通知は、筆者が各都道府県に公
文書情報公開請求を行い入手した（2017年10月
23 日付申請、全部開示決定）。
国通知では、①「職や住まいを失った方々へ
の支援の徹底について」（2009年3月1日付社援
保第0318001号、以下、「第1号通知」とする）、
②「『緊急雇用対策』における貧困・困窮者支
援のための生活保護制度の運用改善について」
（2009 年 10 月 30 日付社援保第 1030 第 4 号、以
下、「第 2 号通知」とする）、③「失業等により
生活に困窮する方々への支援の留意事項につい
て」（2009 年 12 月 25 日付社援保第 1225 第 1 号、
以下、「第 3 号通知」とする）の 3 通知とする。
地方通知では、①東京都福祉保健局生活福祉
部保護課長が発出した「雇用状況悪化に対する
福祉事務所の相談援助体制について」（2008年12
月22日付 20福保生第749号）、②埼玉県福祉部
長が発出した「雇用環境悪化に伴う離職者等へ
の支援について（通知）」（2009 年 1 月 16 日付社
福第 2303 号）、③岐阜県健康福祉部長が発出し
た「生活保護制度の適正な適用について」（2009
年2月2日付地国第1088号）、④新潟県福祉保健
部福祉保健課長が発出した「雇用情勢悪化に伴
う生活保護実施上の留意事項について（通知）」
（2009 年 2 月 13 日付福第 1812 号）の 4 通知とす
る。以下では、特に断りのない限り各都道府県
の通知とは、上に示したものを指す。
3．研究の方法
本稿では、国通知の対比、国と地方の通知の
対比という二つの視点から、裁量基準の不整合
とその調整過程を示す。まず、第1号通知と第2
号・第 3 号通知において、それぞれの項目にお
ける政策方針を対比し、両者の違いを示す。次
に、国と地方の通知で示された裁量基準を対比
することで、その内容を検討する。その上で、
通知発出時の時代背景と国・地方の関係性に留
意しつつ、「なぜ、不整合が生じ、その調整が行
われたのか」「そのことは利用者の権利にどのよ
うな影響を与えたのか」を考察する。
なお、本稿では、公刊された資料及び情報公
開請求により入手した公文書を研究対象として
おり、個人情報等の問題は生じない。その他、
文献の引用及び調査方法等は、日本社会福祉学
会研究倫理指針に則って行った。
Ⅲ．研究結果
1． 第1号通知と第2号・第3号通知の裁量基
準の対比
全体の見通しをよくするために、国及び地方
が発出した通知を発出日順（東京都、埼玉県、
岐阜県、国の 3 通知）に並べ、項目別に一覧に
した［表1］。このほか、新潟県による「保護の
実施責任や市町村公営住宅担当課等との連携」
「速やかな保護決定」の2項目からなる通知があ
るが、紙幅の都合上、ここでは割愛する。
先行研究では、国通知は一貫した政策方針に
基づいて発出されたものと考えている（吉永
2011：182-5；内田 2014）。たしかに、国が発出
した 3 つの通知は相互に関連する項目があり、
国も後の 2 通において、第 1 号通知の趣旨を再
度徹底するものであることを明示している。し
かし、通知の構成を対比すると、異なる事実が
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浮かび上がってくる。ここでは、第 1 号通知と
第 2 号・第 3 号通知との対比を通じて、その実
態をみていこう［表 1］。
第 1 号通知は 10 項目からなる。内容は、①
福祉事務所の体制整備、②他法他施策等の情報
提供の徹底、③都道府県等によるホームレス自
立支援センターやホームレス緊急一時宿泊事業
（シェルター）の強化、④現在地保護の徹底、⑤
生活困窮者の早期発見、⑥居宅生活の可否につ
いての判断、⑦住居の確保等についての情報提
供及び関係機関との連携、⑧適切な審査の実施、
⑨保護の開始決定における留意点、⑩保護の適
用後の就労支援の実施である。
このうち、生活保護制度の積極活用について
裁量基準を示したといえるのは、「現在地保護の
徹底」（④）及び「保護の開始決定時における留
意点」（⑨）の2項目に過ぎない。「現在地保護の
徹底」は、相談者の意に反して他の自治体への
移動を勧める行為は認められず、相談を受けた
現在地の実施機関が必要な支援を行うよう求め
たものである。また、「保護の開始決定における
留意点」は、住居が確保されていないことを理
由として保護申請を却下することはできないこ
と、要保護状態と認められた場合には住居がな
表1　国・地方の裁量基準の項目一覧
項目
東京都
2008.12.22 付
埼玉県
2009.1.16 付
岐阜県
2009.2.2 付
第 1 号通知（国）
2009.3.18 付
第 2 号通知（国）
2009.10.30 付
第 3 号通知（国）
2009.12.25 付
福祉事務所
の体制整備
○路上生活者
への相談体制
の整備
○福祉事務所
の体制整備
急迫保護と
稼働能力
○失業者の路
上生活化防止
○離職による
路上生活の未
然防止
○速やかな保
護決定
○申請権の保障
○稼働能力活用
の判断
○失業者の路上
生活化の防止
○保護の早期決
定
○適切な審査
の実施
○速やかな保
護決定
居宅保護と
収容保護
○失業者の路
上生活化防止
（再掲）
○一般居宅
○経過的居所
の確保
○民間宿泊所
からの居宅生
活の移行促進
○居所の確保
○住宅扶助費
の柔軟な支給
○連帯保証人
が確保できな
い離職者等へ
の措置
○住居を喪失し
た者からの申請
○居宅生活の
可否について
の判断
○保護の開始
決定における
留意点
○一時的な居所
の確保が緊急的
に必要な場合の
支援について
○一時的な居所
の確保に必要な
宿泊料等の支給
について
○住まいを失
った申請者当
に対する居宅
の確保支援
たらい回し
防止
○実施機関が
異なる場合の
対応
○住居を喪失す
る見込の者から
の申請
○現在地保護
の徹底
○実施機関が
異なる申請者
の対応
世帯の認定 ○知人等の住居
に居候している
者からの申請
○適切な世帯
の認定
補足性の原
理
○補足性の原理
○資産活用（自
家用車の保有）
他法他施策
活用
関係機関と
の連携強化
○関係機関と
の連携の強化
※注参照 ○他法他施策
の考え方
○関係機関と
の連携の強化
※ 他法他施策の情報提供の徹底、都道府県等によるホームレス自立支援センターやホームレス緊急一時宿泊事業
（シェルター）の実施の強化、住居の確保等についての情報提供及び関係機関との連携、生活困窮者の早期発
見、保護の適用後の就労支援の実施
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い場合でも一般の居宅基準と同様の生活扶助費
を計上すること、アパート等の住居を確保する
までの間に一時的にカプセルホテル等に宿泊し
た場合に 1 か月の住宅扶助費の基準額の範囲内
で宿泊料を支給することを認めたものである。
しかし、通知全体のトーンをみれば、その過半
は適切な審査をするための体制整備や裁量基準
を改めて示すもの（①⑥⑧）や、関係機関との
連携や他法他施策の活用を求めるもの（②③⑤
⑦）が占める。生活保護の適用以前に、ハロー
ワーク等に関係機関における離職者に対する支
援、都道府県等によるホームレス対策等の他法
他施策の積極活用を促すものとなっている。
次に、第2号通知は、①一時的な居所の確保が
緊急的に必要な場合の支援について、②一時的
な居所の確保に必要な宿泊料等の支給について
の 2 項目で構成されている。通知冒頭では、そ
の目的を生活保護制度について運用改善を講ず
4 4 4 4 4 4 4
る
4
（傍点筆者、以下同じ）ものとし、政策方針
の変更を明らかにしている。その内容は、一時
的な居所を緊急的に紹介する場合に備えて、近
隣のビジネスホテル等の情報収集を行い（①）、
宿泊料等の支給につき、第 1 号通知で示した上
限額を、1か月住宅扶助基準費の範囲内から、東
京都通知と同水準の1.3倍まで引き上げた（②）。
この基準額は、東京都が既に示した裁量基準と
同額であり、国が東京都の方針を追認したもの
と考えられる。
また、第 3 号通知は、6 項目からなる。その
内容は、①速やかな保護決定、②住まいを失っ
た申請者等に対する居宅の確保支援、③適切な
世帯の認定、④他法他施策活用の考え方、⑤実
施機関が異なる申請者の対応、⑥関係機関との
連携強化等である。関係機関との連携に関する
もの（⑥）は 1 項目のみで最後に配置され、第
1 号通知と比べるとその位置づけは大幅に後退
している。残りの 5 項目は、いずれも生活保護
制度の積極活用を意図したものである。
第3号通知では、所持金がなく、 日々の食費や
求職のための交通費等も欠く場合には、申請者
の窮状にかんがみて、保護の決定に当たっては、
可能な限り速やかに行うことを求めた（①）。そ
の際、速やかに敷金等を支給し、安定的な住居
の確保がなされるよう支援すること（②）、一時
的に同居していることをもって、知人と申請者
を同一世帯として認定しないこと（③）、他法他
施策の活用を本人の意に反して強要しないこと
（④）、実施機関が異なる申請者を正しい実施機
関につなぐこと（⑤）を求めている。
2．国・地方の裁量基準の対比
国通知のなかには、地方通知と異なるスタン
スの裁量基準を示したものがある。文言の対比
を容易にするために、①急迫保護と稼働能力、
②居宅保護と施設保護、③たらい回し防止の 3
項目について、国と地方の通知の該当部分を抜
き出して一覧を作成した［表 2］。
ここでは、地方通知、第 1 号通知、第 2 号通
知及び第 3 号通知の政策方針の違いに注目しな
がら、個別に内容を検討する。
1）	急迫保護と稼働能力
東京都は、「努力して就職活動を行っているに
も拘わらず、地域の求人状況等の理由によって
就職に至らず困窮状態にある場合は、稼働能力
活用の要件を満たし要保護状態にあると認めう
る」とし、失業者からの生活困窮相談に対し、
積極的に対応し、家賃滞納等による地域住民の
路上生活化を未然に防止することを求めた。こ
の内容は、埼玉県、岐阜県にも基本理念として
採用された。しかし、東京都は、少なくとも通
知発出の段階では急迫保護の解釈は明確にして
いない。
続く埼玉県では、「速やかな保護決定」という
項目を設け、「離職者等に手持金がなく、緊急小
口資金貸付等の他の方法による対応ができない
ため、離職者等に日々の食費や求職のための交
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表2　国・地方の裁量基準の対比（下線は筆者）
地方通知 第 1 号通知 第 2 号・第 3 号通知
急迫保護と稼働能力
○失業者の路上化防止
　失業者からの生活困窮相談に
対し、積極的に対応し、家賃滞納
等による地域住民の路上生活化
を未然に防止されたい。単に稼
働能力があることのみをもって、
保護を要しないと判断せず、稼
働能力の活用の有無を判断する
必要がある。努力して就職活動
を行っているにも拘わらず、地
域の求人状況等の理由によって
就職に至らず困窮状態にある場
合は、稼働能力活用の要件を満
たし要保護状態にあると認めう
る。（東京都）
○速やかな保護決定
　離職者等に手持金がなく、緊
急小口資金貸付等の他の方法に
よる対応ができないため、離職
者等に日々の食費や求職のため
の交通費等がない場合には、資
産・扶養調査等の完了を待つこ
となく、支給決定を行うことが
できる。（急迫保護）
　なお、その後の調査の結果、活
用できる資産が判明した場合には、
支給済みの保護費の返還を求め
る場合があることを、離職者等に
事前に説明すること。（埼玉県）
○適切な審査の実施
　生活保護の決定に当たっては、
急迫の場合を除き、通常の手順
に従って必要な審査を行った上
で、法定期間内での適切な処理
に努める必要がある。
　特に、稼働能力の活用の判断
に当たっては、保護の実施要領
の規定に従い、①稼働能力があ
るか否か、②その稼働能力を前
提として、その能力を活用する
意思があるか否か、③実際に稼
働能力を活用する就労の場を得
ることができるか否か、により
判断することとなる。
　したがって、単に稼働能力があ
ることをもって保護の要件を欠
くものではないが、一方で、実際
に稼働能力を活用する就労の場
を得られるにもかかわらず職に
就くことを拒んでいる場合は保
護の要件を欠くこととなる。こ
のため、本人の生活歴・職歴等
を聴取し、本人の稼働能力に見
合った就労の場が得られるかど
うかについて十分見極め、必要
な支援を行われたい。
○速やかな保護決定
　失業等により生活に困窮する
方が、所持金がなく、日々の食
費や求職のための交通費等も欠
く場合には、申請後も日々の食
費等に事欠く状態が放置されな
いようにする必要がある。その
ため、臨時特例つなぎ資金貸付
制度等の活用について積極的に
支援し、保護の決定に当たって
は、申請者の窮状にかんがみて、
可能な限り速やかに行うよう努
めること。
居宅保護と施設保護
○失業者の路上化防止（再掲）
　居住地を失うと再就職自立の
可能性を更に狭めることになる
ので、要保護者に対しては、居
住地を失う前に適切に生活保護
を適用されたい。（東京都）
○一般居宅
　 開始時に安定した居宅が
ない要保護者に対しては、居宅
生活が可能な場合は敷金等の支
給の対象となることを示し、申
請がされた場合は法定期間内に
支給の可否を決定通知すること。
（東京都）
○住居を喪失した者からの申請
　生活保護は居宅又は施設にお
いて実施することとなっている
ため、入居が確実と見込まれる
書類（契約書、申込書、見積書
等）を持参するよう指導助言す
ること。（岐阜県）
○居宅生活の可否についての
判断
　住居を喪失した者に対して生
活保護を適用するに当たっては、
申請者の状況に応じた保護を行
うため、まず申請者がどのよう
な問題（身体的・精神的状況の
ほか、日常生活管理能力、金銭
管理能力、稼働能力等）を抱え
ているのか十分に把握する必要
がある。
　特に、保護を適用する際に、居
宅生活が適当であるのか、福祉的
な援助等が必要であるため、保
護施設等又は自立支擾センター
への入所が適当であるのかを判
断するために、アセスメントを
十分に行われたい。なお、住宅
扶助費として敷金等を受給でき
る者は、居宅生活ができると認
められる者に限られるので留意
されたい。
○住まいを失った申請者等に
対する居宅の確保支援
　失業等により住居を失ったか、
又は失うおそれのある者に対し
ては、まず安心して暮らせる住
居の確保を優先するという基本
的な考え方に立ち、「居宅生活可
能と認められる者」については、
可能な限り速やかに敷金等を支
給し、安定的な住居の確保がな
されるよう、支援すること。
　なお、居宅生活ができるか否
かの判断に当たっては、「生活保
護問答集」（平成21年3月31日保
護課長事務連絡）問7-107）にお
いて判断の視点を示していると
ころであるが、これは判断の視
点であって、そのうちの一つの
要件が満たされないことのみを
もって居宅生活ができないと判
断することのないよう、留意さ
れたい。
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通費等がない場合には、資産・扶養調査等の完
了を待つことなく、支給決定を行うことができ
る」とした。岐阜県においても、各種調査結果
が判明していない状態の早期決定を求めた。
これに対し、国は、第 1 号通知で「適切な審
査の実施」という項目を設け、「急迫の場合を除
き」という前提条件を置きつつも、「通常の手
4 4 4 4
順に従って必要な審査を行った上で
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、法定期間
内（筆者注：14日以内）での適切な処理に努め
る必要がある」とし、審査の省略を戒めた。さ
らに、「特に、稼働能力の活用の判断に当たって
は、保護の実施要領の規定に従い、①稼働能力
があるか否か、②その稼働能力を前提として、
その能力を活用する意思があるか否か、③実際
に稼働能力を活用する就労の場を得ることがで
きるか否か、により判断することとなる」、「実
際に稼働能力を活用する就労の場を得られるに
もかかわらず職に就くことを拒んでいる場合は
保護の要件を欠く」とし、稼働能力を持つ要保
護者への保護適用に慎重な姿勢を示した。
しかし、第3号通知では、「失業等により生活
に困窮する方が、所持金がなく、日々の食費や
求職のための交通費等も欠く場合には、申請後
も日々の食費等に事欠く状態が放置されること
のないようにする必要がある」と要保護者の実
情に沿った柔軟な対応を求め、「保護の決定に当
たっては、申請者の窮状にかんがみて、可能な
限り速やかに行うよう努めること」とした。埼
玉県や岐阜県とほぼ同一であり、第 1 号通知で
示した「適切な審査の実施」とは逆のベクトル
の内容となっている。これによって、少なくと
も離職者への生活保護適用は、地方が示した急
迫保護の解釈に合わせる形で調整が行われた。
2）	居宅保護と施設保護
東京都では、失業者の路上化を防止するため
に居住地を失う前に適切に生活保護を適用する
よう求めるとともに、安定した居宅がない要保
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
護者
4 4
に対し、「居宅生活が可能な場合は敷金等の
支給の対象となる」とした。埼玉県、岐阜県で
も、居宅保護の原則に関する言及がなされた。
特に、岐阜県では、入居が確実に見込まれる書
類等（契約書、申込書、見積書等）を持参する
よう助言指導するなど、居宅保護を前提とする
具体的手続きの基準を示した。
一方、第1号通知では、「まず申請者がどのよ
うな問題（身体的・精神的状況のほか、日常生
活管理能力、金銭管理能力、稼働能力等）を抱
えているか十分に把握する必要がある。特に、
保護を適用する際に、居宅生活が適当であるの
か、福祉的な援助等が必要であるため、保護施
設等又は自立支援センターへの入所が適当であ
るのかを判断するために、アセスメントを十分
に行われたい。なお、住宅扶助費として敷金等
を受給できる者は、居宅生活ができると認めら
たらい回し防止
○実施機関が異なる場合の対応
　離職者等との面接相談時に、
相談を受けた福祉事務所と保護
の実施責任を負う福祉事務所が
異なることが判明した場合にお
いても、必ず離職者から保護の
申請意思を確認すること。
　離職者等が、保護の申請意思
を示した場合には、相談を受けた
福祉事務所において申請を受け
付けた後、速やかに離職者等の
実施責任を負う福祉事務所に申
請書を送付すること。（埼玉県）
○現在地保護の徹底
　保護の実施機関においては、相
談者の意に反して他の自治体へ
の移動を勧める行為は認められ
ないものであり、相談を受けた
現在地の実施機関が必要な支援
を行われたい。
○実施機関が異なる申請者の対応
　面接相談時に、相談を受けた
福祉事務所と保護の実施責任を
負う福祉事務所が異なることが
判明した場合においても、相談
者が保護の申請意思を示した場
合には、相談を受けた福祉事務
所から相談者の実施責任を負う
福祉事務所に相談記録等を速や
かに回付すること。
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れる者に限られる」とし、住宅扶助費の支給は
限定的な場面に限られるとした。また、「直ちに
借家等で自活することが困難であるが就労意欲
と能力のある者については、ホームレス自立支
援センター棟において支援を行う必要がある」
とし、生活保護制度以外での救済を強調した。
しかし、第3号通知では、「『居宅生活可能と認
められる者』については、『可能な限り速やかに
敷金等を支給し、安定的な住居の確保がなされ
るよう、支援すること』」とし、第1号通知の否
定ともとれる新たな裁量基準を示している。ま
た、居宅生活可能と認められる者の判断基準を
示した「生活保護問答集」（平成 21 年 3 月 31 日
保護課長事務連絡）問 7-1071）の規定に触れ、問
答の「これは判断の視点であって、そのうちの
一つの要件が満たされないことのみをもって居
宅生活ができないと判断することのないよう、
留意されたい」との文言を改めて示している。
3）	「たらい回し」の防止
居住実態が不明であること等の理由で保護申
請の受付を拒否して住民票登録地等の別の実施
機関への移動を勧める、いわゆる「たらい回し」
の防止について、埼玉県が裁量基準を示してい
る。埼玉県は、実施機関が異なる場合の対応と
して、「離職者等が、保護の申請意思を示した場
合には、相談を受けた福祉事務所において申請
を受け付けた後、速やかに離職者等の実施責任
を負う福祉事務所に申請書を送付すること」と
した。離職者が窓口を訪れた際に、「あなたの相
談窓口はここではなく、別の実施機関である」
との助言を行うことを避けるために、いったん
保護申請を受けて正しい実施機関に回付するよ
う求めた。あわせて、相談を受けた最初の窓口
で保護申請を受け付けるよう求めることで、保
護申請が別日になり保護の開始決定が遅れる不
利益が生じないようにした。
これに対し、第 1 号通知では単に「相談者の
意に反して他の自治体への移動を勧める行為は
認められないものであり、相談を受けた現在地
の実施機関が必要な支援を行われたい」とした。
この規定では、相談者が実施機関の説得に応じ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
て
4
、自らの意思で他の実施機関に赴いた場合に
は問題にならず、「たらい回し」の問題解決には
ならない。
第3号通知では、「相談を受けた福祉事務所か
ら相談者の実施責任を負う福祉事務所に相談記
録等を速やかに回付すること」と、申請書の受
付については明示を避けつつも、埼玉県と同趣
旨の裁量基準を示している。ただし、実施機関
が申請書を受け付けずに相談記録の作成に留め
るという対応を行う裁量の余地を残しており、
同趣旨とはいえ、実施機関の不適切な対応を抑
止する効果は弱まっている。
また、世帯の認定においても、岐阜県の「知
人等の住居に居候している者からの申請」とほ
ぼ同趣旨が、第 3 号通知に採用されている（適
切な世帯の認定）。ただし、岐阜県が単に所定の
調査を行うよう求めているのに対し、第 3 号通
知では、「一時的に同居していることをもって、
知人と申請者を同一世帯として機械的に認定す
ることは適当ではない」と一歩踏み込み、申請
者の生活状況等を聴取した上、適切な世帯認定
を行うよう求めている。
4）	国通知に示されなかったもの
ここまで、国通知への反映があったものに注
目してきたが、地方通知で裁量基準として示さ
れたものの、国通知には反映されなかったもの
もある。なかでも、岐阜県が資産活用において
示した自動車の保有条件の緩和は興味深い内容
となっている。岐阜県では、解雇を理由に生活
困窮となった者はその大半が自動車保有者であ
ることを想定したうえで、自動車の処分価値が
当該世帯の最低生活費の 6 か月以内の額につい
ては、「処分価値が小さいと判断されるもの」と
して処分指導を要しないものとし、6 か月を超
えるものについては申請者及び保有車両の状況
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を総合的に考慮し、実施機関で保有の可否を判
断するよう求めた。
Ⅳ．考察
1． 通知発出当時の時代背景
国の第 1 号通知と第 2 号・第 3 号通知におけ
る裁量基準の不整合、国と地方の通知における
不整合が生じた理由を知るためには、当時の時
代背景を知る必要がある。
2008 年 9 月に起きたリーマン・ショックによ
って、派遣労働者の大量失業が社会問題化し、
職と住まいを同時に失う生活困窮者の対策を求
める声が高まった。これに応じる形で民間団体
を中心に 2008 年 12 月 31 日から 1 月 5 日にかけ
て、厚生労働省前の日比谷公園で「年越し派遣
村」（以下、「派遣村」という）が開催された（宇
都宮・湯浅編2009；年越し派遣村実行委員会編
2009；岩永 2015）。起点となった東京都の通知
が発出された 12 月 22 日は、派遣村の開催直前
であった。
当時、東京都福祉保健部の幹部職員だった芦
田（2009：18-20）は、インタビュー記事のなか
で派遣村の対応を振り返り、面接で困窮状態が
わかれば手続きを進め、2、3 日で決定を出し、
保護費を支給したとしている。12月22日付けの
東京都通知にも触れ、対策の必要性を強く認識
していたことを明らかにしている。派遣村の開
催を受けて、 2009年1月16日には埼玉県が、 2月
2 日に岐阜県が、2 月 13 日に新潟県が同様の通
知を発出する。同時期、全国各地の 160 か所で
「派遣村」、あるいはそれに似た街頭労働相談会
が開かれ、民間団体が生活困窮者を集め、集団
で生活保護を申請させる動きが活発化した （小
川2009：6-21）。地方通知は、こうした現場レベ
ルの危機感から発出されたものと考えられる。
一方、国は、行政の関係者が集まる係長会議
において、派遣村における対応を、年末年始に
大量の申請が一の福祉事務所に対して行われた
こと、東京都等の施設の使用期限を考慮すると
緊急の対応が必要とされる状況にあったことを
踏まえ、特例的に迅速な対応を行ったとし、今
後は、通常の手順に従い必要な審査を行った上
で、法定期間内での適切な処理を行うよう求め
た（厚生労働省社会・援護局保護課2009：33）。
一方、前述の芦田は、「保護の適用に当たって特
例ということはなかったと考えています」（芦田
2009：20）とし、東京都は、生活保護制度に対
して、国と異なるスタンスを取っていた。こう
した国と地方の対立のなかで発出されたのが、3
月18日発出の第1号通知であり、国会答弁で示
した現在地保護の徹底と宿泊費用の支給を除い
ては、抑制的な運営スタンスを変えようとはし
なかった 2）。
しかし、同年 8 月に、民主党が政権交代を果
たし、10月26日に、派遣村で中心的役割を果た
した湯浅誠を内閣府参与として起用することで
事態は変化をみせる。湯浅は、派遣村の活動を
振り返るなかで、生活保護制度は、法律自体は
よくできているが、運用上、働ける年齢層にき
わめて厳しい対応がなされていること、自治体
の福祉事務所が派遣村に人を回す「たらい回し」
が行われていること、生活保護水準以下で暮ら
す人々が多数に上ることなどを指摘した（湯浅
2009）。第2号通知が発出したのは、湯浅が参与
に起用された直後の 10 月 30 日、第 3 号通知が
ワンストップ・サービス・デイ実施直前の12月
25日直前である。湯浅が通知の発出に関与した
か否かの検討は本稿の射程を超えるが、こうし
た時代背景が裁量基準の質的変化に何らかの影
響を及ぼした可能性を指摘しておきたい。
2．利用者に与える影響
国・地方通知の不整合とその調整は、利用者
の権利にどのような影響を与えたのだろうか。
ここでは、急迫保護の適用条件、居宅保護優先
原則、たらい回しの防止の 3 点と、国通知では
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取り上げられなかった自動車の保有基準を取り
上げる。
第 1 に、急迫保護の適用条件である。離職者
の安心や生活の保障を優先して迅速に生活保護
の決定を行うのか、それとも、仕事をせずに福
祉制度に依存しようとする者を排除するために
慎重な審査を行うのかは、生活保護の決定実施
に影響を与える。生活保護法第 4 条第 3 項の急
迫保護 3）の規定につき、小山は、「生存が危うく
されるとか、その他社会通念上放置し難いと認
められる程度に情況が切迫している場合」とし
ているものの、具体的適用場面は明らかにせず、
児童や障害者、病気の場合などに比較的早期に
陥る可能性があると指摘するに留めている（小
山 1950：122-3）。
埼玉県や岐阜県では、東京都が行った派遣村
での前例を踏まえ、日々の食費や求職のための
交通費等がない場合は急迫保護の規定に該当す
るとした。第 3 通知で同趣旨の基準が示される
ことで急迫基準の適用条件が明確化され、困窮
者に対する急迫保護適用義務が強まることとな
った。
第 2 に、居宅保護優先原則である。生活保護
法第30条では、居宅による保護を原則としてい
る。ただし、例外として施設での保護を規定し
ており、どのような場合に施設保護とすべきか
は、生活保護法の立案上最も論争された問題の
一つであった（小山1950：433-41）。ホームレス
施策は、就労による経済的自立がなによりも重
視され、高齢や障害を抱えるホームレス生活者
に対する生活保護は順次拡大されるものの、就
労する意欲はあるが失業状態にある者に対して
は、自立支援センターを中心とした自立支援が
施策の中心を占めていた（福原2005：68-9）。し
かし、派遣村に集まった離職者は、299 人が生
活保護を申請したのに対し、路上対策の施設に
入所したのは 6 名に過ぎない。生活保護申請者
のうち、保護施設や宿泊所に入所した15名を除
き、大半は居宅での保護を求めた（芦田2009：
20）。
東京都は、安定した居住がない者もその対象
にできると改めて示したことで、ホームレスに
対する居宅保護の可能性という、従来の施設保
護中心の施策とは異なる方針を示した。第 3 号
通知で改めて居宅保護優先原則が確認されたこ
とで、居宅保護を希望する困窮者の権利の保障
につながった。
第 3 に、たらい回しの防止である。従前の対
応では、実施責任のない困窮者に対して実施機
関がどのような対応をすべきかについて、必ず
しも明確になっていなかった。このため、実施
機関は、実施責任が明らかでないか、あるいは
疑義があるケースを、事実上、「相談窓口では
当方ではない」と排除することができた。この
ことは、困窮者の申請権保障という点で大きな
問題を生じさせていたが、埼玉県と、その後の
第 3 号通知によって、少なくとも法解釈上は問
題の解決を図ることができた。
このほか、特筆すべきものとして、岐阜県が
示した自動車保有基準に関する裁量基準がある。
国は、生活用品としての自動車は、単に日常生
活の便利に用いられるのみであるならば、地域
の普及率の如何にかかわらず、保有を認める段
階には至っていないとして、限定的な場合しか
保有を認めていない（吉永2011：95-115）。判例
でも、自動車の保有が禁止されるのみならず、
自動車の借用使用及び仕事外での一時使用につ
いても、諸々の条件を付けながらも国の方針を
追認している（長尾 2000：181）。
一般的に自動車等の保有が必要である地方に
行けば行くほど保護率が下がる傾向が指摘され
るなかで（藤原2017）、限定的な場面とはいえ、
地方が国とは異なる基準で、自動車保有基準の
実質的緩和の裁量基準を示したことは注目に値
する。仮に、国が岐阜県の裁量基準を採用して
いたら、生活保護制度のありようは、現在とは
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異なるものになっていたかもしれない。
Ⅴ．結語
これまでの生活保護制度の研究では、国の裁
量基準に焦点が当てられ、地方レベルの検討は
充分に行われてこなかった。本稿では、国・地
方の裁量基準の対比を通じて、次の 3 点を明ら
かにした。第 1 に、従前どおりの運営を維持し
ようとした国と、リーマン・ショックの発生と
いう特殊事情に配慮しようとした地方の間でス
タンスの差異が生じ、そのことが裁量基準の不
整合の原因となった。第2に、国は第2・第3通
知を発出することで、地方との間で生じた不整
合の調整を図った。政策方針を転換し、なぜ通
知を発出したのかはわからないが、理由の一つ
として、政権交代等の影響の可能性が考えられ
ることを指摘した。第 3 に、国と地方の裁量基
準の対比により、急迫保護の適用条件、居宅保
護優先原則、たらい回しの防止の各論点で質的
変化を確認することができ、変化は利用者の権
利を守る方向で影響を与えていた。
これは、地方の裁量基準が、失業者の急増と
いう事態に対して、セカンド・オピニオンとし
て、国とは異なる代替案を提示する役割を果た
した可能性を示唆する。公的扶助分野における
社会福祉学の役割の一つを、稼働能力や他法他
施策の活用、親族間の扶養義務など補足性の原
理の強調を基軸とする適正化の動きに対し、利
用者の尊厳や権利の保障を中心に据えた対抗軸
を示していくことだとすれば、地方行政におけ
る裁量基準の調査・研究という実証研究のアプ
ローチは、一つの有効な手立てとなりうる。
しかし、現在のところ地方行政における裁量
基準はブラックボックスに包まれている。その
内容が、果たして利用者の権利保障に資するも
のなのか、阻害するものなのか、あるいはその
両方なのか、地域的な偏りはあるのかなど、全
体像は明らかになっていない。今後の調査・研
究では、その全体像を明らかにしていきたい。
【注】
 1）  問7－107では、「居宅生活ができると認められる
場合の判断の視点」として、①金銭管理、②健康
管理、③家事、家庭管理、④安全管理、⑤身だし
なみ、⑥対人関係の合計 15 項目をあげている。
 2）  2009年2月26日、第171回国会 （常会） において、
仁比聡平参議院議員から内閣に対して、生活保護
活用に関する質問主意書が提出された（提出番号
68）。仁比は、滋賀県大津市が、路上生活者から
の保護申請について、「住居がなければ却下され
る」とコメントした旨報じられた（2008 年 12 月
26 日付共同通信）ことを踏まえ、国が東京都と
同趣旨の通知を発出することなどを求めた。3月
6 日の内閣総理大臣麻生太郎の答弁書では、3 月
3日の生活保護関係全国係長会議において、居住
地がない要保護者からの生活保護申請を拒否しな
いこと、生活保護費から宿泊料支給を認めるなど
の対応を行ったとしている。
 3）  法第 4 条第 3 項。「前二項の規定は、急迫した事
由がある場合に、必要な保護を行うことを妨げる
ものではない。」とし、急迫時には資産・能力の
有無を問わずに保護適用の道を開いている。
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